リファンド方式における返品・返金の対応ルール（改訂版）
1. 基本原則
リファンド方式では、免税対象物品も通常の商品と同様に、購入時に消費税を含む税込価格で販売します。
返品・返金の可否と条件は、各免税店の返品・返金ポリシーに従ってください。
店舗都合・旅行者都合のいずれの場合も、原則として通常の返品・返金手続きで対応します。
ただし、税関確認後は消費税相当額（税還付金）が旅行者へ自動送金されている可能性があります。
返品・返金の際は、必ず税関確認状況と税還付金の送金状況を確認し、消費税相当額の二重返金を防止してください。
税関確認状況と税還付金の送金状況はSmart Detax免税アプリまたは企業管理システムで確認できます。
また、当初適法に成立した免税販売の後日返品と、当初から購入記録情報が誤っていた取引は区別してください。後者は誤った税関確認データを援用して免税売上を計上することはできません。





2. 店舗返金額の計算式（統一ルール）
返品時に店舗が旅行者へ返金する金額は、税関確認・送金状況にかかわらず次の式で決まります。差し引く額は返品の原因が旅行者都合か免税店都合かで変えるのが一般的です。
[bookmark: bongo_lang_latex_1]店舗返金額　= 　返品商品の税込価格　 - 　差し引く額　
	返品の原因
	差し引く額
	旅行者の最終受取額

	税還付金が未送金（①②、送金停止が間に合った③）
	0円（税込全額を返金）
	税込価格

	旅行者都合（サイズ違い・気が変わった等）
	消費税相当額
	税込価格 − 送金手数料

	免税店都合（不良品・誤品・数量違い・表示価格との相違等）
	実送金額（＝消費税相当額 − 送金手数料）
	税込価格（全額回復）


· 送金手数料はJPリファンドが還付送金の役務の対価として受領済みであり、JPリファンドから返金することはありません。負担の調整は店舗と旅行者の間で行ってください。
· 旅行者都合の返品では、旅行者は送金手数料分だけ目減りした状態で終わります（原因者負担）。
· 免税店都合の返品では、旅行者に手数料分の損をさせないため、店舗は実送金額を差し引きます。実送金額は企業管理システムの送金履歴で確認できるので、手数料を別途計算する必要はありません。
· 店舗から旅行者への返金自体に海外送金やカード返金の費用が生じる場合も、免税店都合なら店舗負担、旅行者都合なら旅行者負担（返金額から控除可）とするのが一般的です。
この式どおりに精算すれば過剰返金は生じません。
過剰返金は、店舗が送金状況を確認せずに税込全額を返金した場合にのみ発生します。
3. 税関確認・送金状況別の対応
	状況
	店舗の返金額
	購入記録情報
	税還付金の送金
	会計処理

	①
税関確認前・全品返品
	税込全額
	免税アプリで取消送信。
取消したトランザクションIDは欠番となる。
	発生しない
	通常の返品処理

	②
税関確認前・一部返品
	返品商品の税込全額
	免税アプリで一部返品後の内容に訂正送信。
	残った商品分のみ、税関確認後に送金
	通常の返品処理

	③
税関確認後・送金前
	税込全額（送金停止が間に合った場合）
	国税ルールにより取消・訂正は不可。
	免税アプリまたはJP Transferで送金停止
	販売がなくなった場合は売上取消

	④
税関確認後・送金後
	税込価格 − 差し引く額（旅行者都合＝消費税相当額、免税店都合＝実送金額）
	国税ルールにより取消・訂正不可。
	停止不可。送金履歴を確認
	販売がなくなった場合は売上取消


② 一部返品で訂正送信が必須である理由
税関確認は購入記録情報（一回の販売）単位で行われます。同一の購入記録情報に含まれる物品のうち一つでも旅行者が所持していなければ、その記録に含まれるすべての物品について税関確認が受けられません。一部返品後に訂正送信を怠ると、全滅（返品していない商品まで税還付金が受け取れない）となります。
また、訂正送信であれば元のトランザクションIDを維持できます。取消送信後に新規送信する方法も可能ですが、その場合、新しいトランザクションIDが発行されますので当該IDを元旅行者にお渡しください。旅行者が保存した古いIDは無効となります。
③と④の線引き
税還付金の送金は、税関確認後、最短で数秒後には開始されます（都度払い方式の場合には免税店から送金会社への入金後に送金開始となるため、すぐには送金開始されません）。
送金開始より前に送金停止の操作が完了した場合は③、それ以降は④として扱います。
送金停止が間に合ったかどうかは、免税アプリまたは企業管理システムの送金状況で確認してください。
④ 過剰返金が発生した場合
第2章の式どおりに精算していれば過剰返金は生じません。店舗が誤って税込全額を返金した場合、海外在住の旅行者から差額を回収することは現実的でないため、各免税店の判断により返還請求の要否を検討してください。
4. 税関確認後の購入記録情報と会計処理
税関確認後は、国税庁ルールにより、送信済みの購入記録情報をSmart Detaxから取消・訂正することはできません。ただし、税関確認済みの購入記録情報であっても、返品・返金によりその販売がなくなった場合は、その購入記録情報は無効です。免税店は売上取消の会計処理を行ってください。
なお、Smart Detaxの税関確認ベースの仕訳データには、あくまでも税関確認ベースでの金額データが仕訳データとして起票されています。税関確認後に発生した、返品・返金は反映されていませんのでご注意ください。




5. 【最重要】消費税相当額の二重返金防止
税込110,000円の商品について、消費税相当額10,000円が既に旅行者へ送金されている場合の例です。
	項目
	誤った精算（税込全額を返金）
	正しい精算（第2章の式）

	当初の商品購入金額
	110,000円
	110,000円

	旅行者への税還付送金済額
	10,000円
	10,000円

	店舗からの返金額
	110,000円
	100,000円

	旅行者が受け取った合計
	120,000円
	110,000円

	過剰返金額
	10,000円
	0円


※ 税還付金10,000円が全額旅行者へ支払われたと仮定した例です。送金手数料は旅行者へ返金しないため、差し引く額は実送金額ではなく消費税相当額10,000円です。
6. 免税店の皆様へのお願い（まとめ）
1. 返品・返金の際は、必ずSmart Detax免税アプリまたは企業管理システムで税関確認状況と税還付金の送金状況をご確認ください。
1. 税関確認前の一部返品では、必ず訂正送信を行ってください。怠ると返品していない商品まで返金されなくなります。
1. 税関確認後の返品・返金は、第2章の式に従って精算し、消費税相当額の二重返金が発生しないようご注意ください。
1. 税関確認後は購入記録情報を取り消せないため、POS・会計システム等で売上取消・減額処理を行ってください。


参考：旅行者向け案内文（Sakuraナレッジ用）
店舗向けルールと対になる旅行者向けの案内です。　
Q. 買った商品を返品したい。消費税の返金はどうなりますか？
· 日本を出国する前（税関確認前）の返品であれば、お店で税込価格の全額が返金されます。部分返金の場合、残りの商品の消費税返金は、お店が購入記録を訂正したうえで、そのまま進みます。Transaction IDは変わりません。
· 日本を出国後（税関確認後）の返品については、そもそも返品を受け付けるかどうかはお店の判断です。受け付けられる場合、消費税分がすでにリファンド返金されていれば、お店からの返金はその分を差し引いた金額になります。
· なお、リファンド送金の際の送金手数料は戻らないのが一般的です。


